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【要旨】 

 コンクリートの補修工法には表面被覆、断面修復、およびひび割れ補修などがあるが、当研究チームではこの

うちの表面被覆を担当する。表面被覆工法はコンクリート構造物の補修工法の一つとして古くから実施されてお

り、国内の各機関が要求性能や試験方法等を提案している。しかしながら、外見的な健全さを簡単に得られるこ

とから安易に適用してしまうこともあり、環境に応じた適用条件や他の補修工法との使い分けなどが定まってい

るとは言えない状況である。さらに、期待した性能が発揮されず早期に再劣化する事例が見られるが、これは現

場条件をあまり考慮していない工法選定や施工不備等に起因したものと考えられる。そこで本研究では、コンク

リート表面被覆材の要求性能や耐久性の設定とともに、簡易かつ信頼性の高い施工管理を実現するための対応策

の確立を目的とした。24年度は、表面被覆工法の施工管理の信頼性向上調査として、前年度に引き続き室内試験

による不具合発生事由の検証実験を行った。また、施工条件を変化させた試験体の暴露１年後の追跡調査を行っ

た。あわせて、重要な施工環境因子である構造物周辺の温湿度評価を、測定箇所を追加して観測中である。 
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1．はじめに   

 コンクリートの補修材策には表面被覆、断面修復、お

よびひび割れ補修などがある。表面被覆工法はコンクリ

ート構造物の補修工法の一つとして古くから実施されて

おり、国内の各機関が要求性能や試験方法等を提案して

いるが、統一した基準が確立するまでには至っていない。

環境に応じた適用条件や他の補修工法との使い分けなど

も定まっているとは言えない状況であり、基盤技術とし

て設計施工の確立をはかる必要がある。 

 また、期待した性能が発揮されず早期に再劣化する事

例が見られる。これは現場条件をあまり考慮していない

工法選定や施工不備等に起因したものと考えられる。 

 そこで本研究では、コンクリート表面被覆材の要求性

能や耐久性の設定とともに、不具合発生要因に注目し、

その要因把握と対策としての施工管理方法を提案するこ

とを目的としている。24年度は、室内試験による不具合

発生要因の影響の検証実験と施工環境の観測を前年度に

引き続き行った。 

 

2．不具合発生要因と施工管理項目   

 表面被覆に求められる性能と対応する評価項目は、過

年度の調査において既往の資料１）をもとに表－１の通り

整理されている。 

表－１ 表面被覆工法の要求性能と評価項目の例 

要求性能項目 評価項目の例 

遮断性能 

防水性、水蒸気透過性 

CO2遮断性、Cl-遮断性、O2遮断性

耐酸性、耐アルカリ性 

ひび割れ追従性、施工可能温度 

接着性能 付着(含浸)性、はく落抵抗性 

凍結融解抵抗性、摩耗性、表面水

美観景観 色調変化、光沢変化、異物付着 

環境安全 有機溶剤、有害物質 

 

表－２ 表面被覆工法の管理対象と項目の例 

管理対象 管理項目の例 

下地(基板) 
下地粗度、微細ひび割れ、被塗面

清浄度、被塗面水分 

塗装材料 可使時間、混合比/状態、塗布量

塗布環境 
可使時間、養生時間、塗装機材、

気温、湿度、露点温度、風速 

維持管理 劣化視認性、旧膜除去、再塗装 

 

 この性能要件を達成するための表面被覆工法の管理対

象として、主として施工に関する管理項目を表－２の通

り整理した。 
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気が流れ込んだ際に生じる被塗面の結露の検知や制御で

ある。降雨との関連、コンクリート面の結露状況、排水

設備やジョイント等からの漏水など影響について、さら

にデータ収集と分析を続けてゆく必要がある。このため、

観測結果を、期間ごとの日変動、昼夜間の温度勾配、箇

所毎の差異、それを統計的に評価するための標準偏差等

の指標により整理し（図－７）、現場状況の評価記録と、

施工可否判断の安全率等の知見として提案することとし

ている。 

 

6．まとめ 

 コンクリート構造物の長寿命化のための表面被覆工法

の適切な設計施工技術の確立を目的に、性能要件と不具

合発生要因について調査した結果をもとに、不具合発生

事由の実験的検証と定量評価を行っている。室内試験か

らは、湿潤や低温時の施工が、硬化被膜の遮蔽性ばかり

でなく付着性にも影響を与えることがわかった。 

 施工条件を変化させた表面被覆試験体の屋外暴露試験

については、環境条件を拡大して試験を継続している。

暴露１年後の先行評価からは、被覆材の変化の傾向が得

られており、今後、施工条件の相違による耐久性への影

響について追跡調査をすすめてゆく。さらに、施工環境

として重要となる構造物周辺の温湿度の長期観測結果を

整理した。 

 現場での施工管理を実効あるものにするためには、施

工箇所における環境条件を把握し、これに即した管理項

目を設定し運用することが求められる。たとえば温湿度

については、表面被覆材の施工箇所全面を迅速に判定し、

不具合の発生を最小限に抑えられるような面的な手法を

確立してゆく必要がある。 

 今後、性能に影響を与える要因についてさらに実験研

究を進めるとともに、施工環境を簡易かつ信頼性の高い

方法で管理記録できるような手法について検討を加え提

案してゆく予定としている。 
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Abstract ：  Surface coating with polymer material is one of the conventional and common repair methods for 

existing concrete structures.  However, performance requirements as well as painting works quality control 

procedures for the repair materials have not been established as the national technical standards in Japan.  One 

of the purposes of this research project is to develop performance test methods and to identify performance 

requirements for repair materials and systems of the concrete restoration.  In this study, performance 

requirements and risks of incipient failures and re-deterioration are summarized firstly.  Subsequently, because 

bond strength and barrier performance are important properties, laboratory tests were conducted to clarify the 

execution quality control factors.  From the test results conducted in this fiscal year, temperature and humidity of 

painting works affect not only the barrier performance but also bond strength.  Painting construction environment 

temperature and humidity, around actual bridges was also summarized widely.  In addition, field exposure tests 

have been carrying out using specimens with various failure conditions to prevent re-deterioration and to achieve 

enough durability for repaired concrete structures   
Key words : Concrete, Repair materials, Surface coating, Quality standard, Painting environment, Re-deterioration


